
平成２９年５月２２日 

市長記者会見資料 

〔お問い合わせ先〕 
・観光物産課 ＤＭＯ推進グループ (内線 425) 
・詳細は、東北絆まつり実行委員会 事務局 (仙台市文化観光局東北連携推進室)へ 
      TEL：022-214-8482 ／ FAX：022-214-8456 

「東北絆まつり」の開催について

 東日本大震災の犠牲者への鎮魂の意と震災からの早期復興を願い、平成２３年度から東北六

県の県庁所在都市を巡って開催してきた「東北六魂祭」が昨年の青森開催で一巡し、今年から

は後継イベントとして、新たに「東北絆まつり」が宮城県仙台市で開催されます。 

１ 日  時 平成２９年６月１０日（土）１０：００～２０：００

１１日（日）１０：００～１７：００ 

２ 開催都市 宮城県仙台市

３ 主な会場 西公園、市民広場、勾当台公園、一番町アーケード、定禅寺通、東二番丁通 

４ 主な内容 

（１）東北絆まつりパレード 

日 時  ６月１１日（日）１３：３０～１６：００

場 所  定禅寺通（晩翠通交差点）～東二番丁通（青葉通交差点）約１．１㎞

内 容  東北の県庁所在地６市の夏祭りによるパレード（出演者約１１５０名）

（２）一番町商店街流し踊り 

日 時  ６月１０日（土）１６：００～１７：００

場 所  南町通（一番町交差点）～ 一番町四丁目商店街金蛇水神社前 約８５０ｍ

内 容  仙台すずめ踊り、盛岡さんさ踊り、山形花笠踊りによる流し踊り

（３）メイン会場でのイベント等（両日） 

場 所  西公園

内 容  ステージイベント（６市祭りのステージ など）

東北まるかじり広場（１品５００円で楽しめる、東北のグルメを販売）

ねぶたや竿燈、大わらじの展示

６市ＰＲブース など

５ その他のイベント 

（１）東北うまいもの広場 

   勾当台公園にて、東北６県のグルメを販売。

（２）仙台七夕飾りの掲出 

ぶらんどーむ一番町商店街（１５竿）、メイン会場（１竿）、パレードコース上（３竿）

に計１９竿の七夕飾りを掲出。（ぶらんどーむ一番町商店街は７日（水）から掲出を開始。）

（３）みやぎ きずな市 

勾当台公園市民広場にて、県内各地の特産品販売・観光ＰＲするコーナーや、県内の郷

土芸能を披露するステージなどを設置。







第５回山形まるごとマラソン参加者募集について 

１  申込期間 

   平成２９年６月２日（金）～６月３０日（金） 

２  申込方法 

   （１）web サイト 「ランネット」 http://runnet.jp/runtes 

   （２）郵便振替 

３  種目・定員 

種目 種目区分 スタート 制限時間 参加料 定員 

ハーフマラソン 

（21.0975km） 

1 部：男子一般の部（18～29 歳）

9:05 2時間40分 5,000 円 4,000 名 

2 部：女子一般の部（18～29 歳）

3部：男子一般の部（30～39 歳）

4部：女子一般の部（30～39 歳）

5部：男子一般の部（40～49 歳）

6部：女子一般の部（40～49 歳）

7部：男子一般の部（50～59 歳 

8 部：女子一般の部（50～59 歳）

9部：男子一般の部（60 歳以上）

10 部：女子一般の部（60 歳以上）

5ｋｍ 

11 部：高校生男子の部 

8:25 40 分 2,000 円 500 名 

12 部：高校生女子の部 

13 部：男子一般の部（18～39 歳 

14 部：女子一般の部（18～39 歳）

15 部：男子一般の部（40 歳以上）

16 部：女子一般の部（40 歳以上）

3ｋｍ 

17 部：小学生男子(4～6 年生)の部

8:20 30 分 1,000 円 500 名 

18 部：小学生女子(4～6 年生)の部

19 部：中学生男子の部 

20 部：中学生女子の部 

21 部：男子一般の部（60 歳以上）

22 部：女子一般の部（60 歳以上）

４  ゲスト 

谷川 真理・増田 明美 

５  招待選手 

   前回大会ハーフマラソン優勝者、県内各地区陸協推薦選手、県縦断駅伝山形チームの選手等 
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６  開催月日 

   平成２９年１０月１日（日） 

７  コ ー ス 

  山形市総合スポーツセンターをスタート、ゴールとする市街地コース（※第４回大会同様） 

８  参 加 賞 

   参加者全員に芋煮、記念品、スポーツドリンク、完走者全員に完走証を発行 

９  主  催 

   山形市、山形市教育委員会、公益財団法人山形市体育協会、山形市陸上競技協会 

１０ 主  管 

山形シティマラソン大会実行委員会 

１１ 後  援（予定） 

山形県、山形県教育委員会、公益財団法人山形県体育協会、山形新聞・山形放送、 

河北新報社、朝日新聞山形総局、読売新聞山形支局、毎日新聞山形支局、 

産経新聞社山形支局、日本経済新聞山形支局、共同通信社山形支局、時事通信社山形支局、

山形テレビ、テレビユー山形、さくらんぼテレビ、ＮＨＫ山形放送局、エフエム山形、 

山形コミュニティ放送 

１２ 運営協力 

   山形警察署、国土交通省山形河川国道事務所、山形県村山総合支庁、山交バス株式会社、 

山形市自治推進委員連絡協議会、山形商工会議所、山形市観光協会、山形市商店街連合会、

山形市中心商店街街づくり協議会、山形市医師会、山形市体育振興会連合会、 

山形市スポーツ推進委員協議会 

１３ その他 

   広く市民からボランティアを募集予定 

問い合わせ先 

教育委員会スポーツ保健課 

℡０２３－６４１－１２１２ 内６３３ 



市街化調整区域における開発許可の規制緩和について 

１ 規制緩和の目的 

  現在、山形市では、市街化区調整区域内で行う建築行為を制限しています。特に、

住宅については、原則として農業従事者やいわゆる地縁・血縁者の住宅建築しか認

めてきませんでした。

  このたび、「山形市都市計画法第３４条第１１号の規定に基づく土地の区域の指

定等に関する条例」の全部を改正し、市街化調整区域の集落内に点在する空き家や

空き地を有効活用しながら、新たな移住・定住の促進や二地域居住を誘導し、誰も

が暮らせる集落を形成しようとするものです。

２ 条例の施行期日 

  「山形市都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例」は平成２９年  

６月１日（木）から施行するものです。

３ 内容 

  次の区域内で、一定の条件（道路・上下水道等）を満たす場所であれば、住宅等

を建築できるように区域や用途等の規制緩和を行おうとするものです。

建築できる用途

指定区域

戸建住宅 店舗等

兼用住宅

宅地分譲 

(建売分譲)

共同住宅 

改

正

前

市街化区域隣接区域 ○ ○ × ×

既存集落区域 ― ― ― ―

拠点集落区域 ― ― ― ―

改

正

後

市街化区域隣接・近接区域 ○ ○ ○ ○

既存集落区域 (新設) ○ ○ ○ ×

拠点集落区域 (新設) ○ ○ ○ ○

＊指定区域から除外する区域があります。詳細は、別紙の４（１）をご覧ください。

４ 区域の周知等 

緩和区域については、平成２９年４月３日(月)から山形市ホームページをはじめ、

山形市都市政策課や市民相談課、各地区コミュニティーセンター等で公表しており

ます。

また、開発許可の規制緩和の内容については、山形市ホームページや「広報やま

がた５月１日号」に掲載し、各地区自治推進委員会等様々な機会をとらえて説明し

てまいりましたが、今後も引き続き、広く周知に努めてまいります。
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問い合わせ先 

まちづくり部都市政策課 

℡０２３－６４１－１２１２ 内５２０、５２１ 



開発許可の規制緩和について                                                           平成２９年６月１日施行 別紙 

【市街化調整区域における規制緩和について】 
１現状 

山形市では、無秩序な市街化を防止するため、市街化調整区域内で行う建築行為を制限していま

す。住宅については、原則として農業従事者やいわゆる地縁・血縁者等の住宅建築しか認めてきま

せんでした。 

 

２見直し内容 

このたび、条例で市街化調整区域内の３つの区域（集落）を指定し、その区域内かつ一定の条件

（道路や給排水施設等の公共施設）を満たした場所であれば、居住歴がない方でも住宅建築を認め

るよう見直しました。 

これにより、多様なライフスタイルに応じてゆとりある居住環境の維持・向上が可能となりま

す。また、市が条件等を指定することで無秩序な建築物の建築を抑制することができます。 

（１）条例を適用する区域 

条例を適用する区域は、次の通りです。 

①市街化区域隣接・近接区域 

：市街化区域（飛地の市街化区域又は用途地域が工業専用地域、工業地域及び準工業地域である 

区域を除く。）に隣接又は近接し、かつ、自然的社会的条件から市街化区域と一体的な日常生活 

圏を構成しているおおむね５０以上の建築物が連たんしている集落の区域。 

②既存集落区域 

：山形市において昭和４５年３月３０日に市街化区域と市街化調整区域の区域区分をする前から 

市街化調整区域内に存する集落、又は自然的社会的条件から一体的な日常生活圏を構成している 

と認められる集落で、かつ、おおむね５０以上の建築物が連たんしている区域。 

③拠点集落区域 

：羽前千歳、漆山、蔵王、高瀬、楯山、東金井、南出羽の各駅を中心とする半径５００ｍの範囲の 

集落の区域。 

 
(２)公共施設の整備基準 

①道路について 

・幅員が６メートル(緩和４メートル)以上 

※用途が自己居住用住宅(兼用住宅含む)の場合は、建築基準法上の道路の位置付けがあること。） 

②給排水施設について 

①市街化区域隣接・近接区域 
・水道事業の用に供する水道に接続できること。 

・公共下水道に接続できること。 

②既存集落区域 

③拠点集落区域 

・水道事業の用に供する水道に接続できること。 

・公共下水道又は農業集落排水処理施設に接続できること。 

３建築できる建築物の用途 

 ①市街化区域隣接・近接区域、③拠点集落区域    ②既存集落区域 

 

 

４指定区域から除外する区域 

農振農用地区域、農地転用が許可されないと見込まれる農地、保安林の区域、土砂災害特別警戒

区域、急傾斜地崩壊危険区域、地区計画を定めた区域、都市施設（道路や公園等が都市計画決定さ

れた区域）の区域（自己の居住用の建築物を除く。）、山寺地区及び蔵王温泉（観光地の景観に配

慮した立地基準を別途定めます。） 

 

５区域の周知等 

 条例区域予定図については、平成２９年４月３日（月）正午から、山形市ホームページをはじ

め、山形市都市政策課や市民相談課、各地区コミュニティーセンター等で閲覧できます。また、開

発許可の規制緩和の内容については、山形市ホームページや「広報やまがた５月１日号」に掲載し

ております。 

 

【市街化区域における規制緩和について】 

１現状 

山形市では、良好な市街地環境の形成と保持を図る観点から、開発許可を受けて行った宅地分譲

の最低敷地面積を一区画当たり２００㎡（約６０坪）以上に制限しています。 

２見直し内容 

 開発許可を受けて行う宅地分譲の一区画あたりの最低敷地面積を、１５０㎡（約４５坪）以上に

引き下げます。 

未利用地・不整形地の活用をしながら、若年層をはじめとした新しい居住者を誘導しようとする

ためです。 

対象地域 

・第一種中高層住居専用地域 ・第二種中高層住居専用地域 ・第一種住居地域 

・第二種住居地域 ・準住居地域 ・近隣商業地域 ・商業地域 

準工業地域（流通センターを除く） ・工業地域 



 

別紙 


